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調査の目的

• 2012年度申請分より、科学研究費補助金（科研

費）成果公開促進費の「学術定期刊行物」が大
幅に改訂
– 国際情報発信強化A,B(I, II)

• 冊子体発行支援から、国際情報発信支援に

• 従来に比較して柔軟な支援が可能に（人件費等）

– オープンアクセススタートアップ

• オープンアクセス化のスタートアップ支援

• これまでにない、制度の大幅変更に対する学協
会の反応を見る
– 改訂の認知度、好感度

– 申請を検討したか、検討しなかった理由

– 申請したか、申請しなかった理由

– 申請学会の満足度



成果公開促進費の改訂内容

第6期研究費部会（第6回） 配付資料  資料3 科学研究費助成事業（研究成果公開促進
費）の改善案について（日本学 術振興会報告
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/022/gijiroku/1320285.htm



新旧制度比較

第6期研究費部会（第6回） 配付資料  資料3 科学研究費助成事業（研究成果公開促進
費）の改善案について（日本学 術振興会報告
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/gijyutu/gijyutu4/022/gijiroku/1320285.htm



調査設計

• 回答率を上げるため、なるべく設問数を少なく、あまり
立ち入らず

分岐1

分岐2

分岐3 D

分岐4 C

A B

原著論文誌相当を
発行し、

科研費の改訂を
知らなかった学会

科研費改訂を
認知し、

科研費の申請を
検討しなかった学会

科研費の申請を
行わなかった学会

科研費申請を
検討し、

実際に科研費申請を
行った学会

E （原著論文が少ない）
学会誌のみ発行する学会

原著論文を発行しているか

科研費の改訂を知っていたか

科研費の申請を検討したか

実際に申請したか

YES NO

学会



アンケート基本情報

• 対象：日本学術会議協力学術研究団体1884団体
(同1936団体中、メールアドレスが登録されている1902団
体に送付。内アドレス不明等18件）

• 利用Webアンケートシステム:Survey Monkey
https://jp.surveymonkey.com/

• アンケート期間 :2012.12.11-2012.12.21 (12.28
までのデータを集計）

• アンケート完了回答数 900
• 重複処理後の回答学会数 862

– 学会が重複していた場合、「編集」と「事業」の観点から、編集委
員長、編集幹事＞理事長、会長＞編集委員＞常務理事、事務局長＞
編集部 で回答を優先。 （それぞれ相当の役職を含む）同じレベル
の場合は回答が新しい日付を優先

• 回答率 45.8%



(分岐1)学会誌以外に原著論文を掲載する論文誌を
発行していますか？ もしくは学会誌そのものが原
著論文を主として構成される学術誌でしょうか。

E（原著論文が少ない）
学会誌のみ発行する学会

n=862

原著論文を発
行する学会
n=561

原著率65%



成果公開促進費「学術定期刊行物」の支援を受け
たことがありますか？

n=561



(分岐2)成果公開促進費の「学術定期刊行物」のカ
テゴリが平成25年度申請分より「国際情報発信、

オープンアクセススタートアップ」支援に大幅に
改訂したのをご存知でしたか？

D 科研費の改訂を
知らなかった学会

認知率27%

n=561

科研費改訂を
知っていた学
会n=152



今回の成果公開促進費「学術定期刊行物」の大改
訂には賛成しますか？

賛成が過半数(63%)

n=152



(分岐3)成果公開促進費の新しい枠組みでの支援を
検討されましたか？

C 科研費の申請を
検討しなかった学会

科研費申請を
検討した学会
n=95

n=152

検討率63%



どの枠組みで申請を検討されましたか？
（複数可）

国際情報発信A 32
国際情報発信B（種別I） 47
国際情報発信B（種別II 和文あり） 20

オープンアクセススタートアップ 15

計 114

n=95



(分岐4)実際に申請されましたか？

n=95

申請率73%

B 科研費の申請を
行わなかった学会

A 実際に科研費申請を
行った学会



A 申請した学会



A 申請カテゴリ（重複あり）

 学会数 国際A 国際 BI 国際 BII OA

国際情報発信A 26 - 0 2 2

国際情報発信B（種別I） 30 0 - 0 0

国際情報発信B（種別II） 11 2 0 - 0
オープンアクセススター
トアップ 6 2 0 0 -

計 73     

n=69



A 申請のための調書づくりはどのくらい手間がか
かりましたか？

n=69



A 現時点で今回の改訂は貴学会にとって満足がい
くものですか？

n=69



B 検討までは行ったが申請しな
かった学会



B 申請されなかった理由をお答えください（複数
可）

• その他の内訳
– 旧制度の支援を受けている最中（多数）

– 検討の結果、申請できないと判断した

– 英語にする必然性を感じない（国際情報発信）

今回は様子見をした 6
スケジュールが間に合わなかった 7
具体的な支援策を打ち出すことができなかった 9
支援が無くても発行できる目処がたった 3
その他 13
計 38

n=26



B 来年は申請されますか？

n=26 65％が前向き



C 改訂は知っていたが検討しな
かった学会



C 検討されなかった理由についてお答えください
（複数可）

自誌が支援対象の範囲に入らないから 28
時間的余裕が無いから 14
新しい枠組みを良く理解していないか
ら 6
その他 15
計 63

その他の内訳

• 支援の見込みが小さい（多数）

• 英語化に対する懸念

• 旧制度で支援を受けている

• 支援を必要としないと判断した

• 海外と提携しているため、調達ルールの対応が難しい

n=57



C来年は検討されますか？

n=57



D 改訂を知らなかった学会



D 事前にこの情報を知っていたら支援を検討、申
請しましたか？

n=409
過半数が検討のポテンシャルあり



アンケート結果まとめ

862

561

152 D 409

95 C 57

A 69 B 26

回答学会数

原著論文誌相当
発行学会数

科研費の改訂を
知らなかった学会

科研費改訂を
認知していた学会数

科研費の申請を
検討しなかった学会

科研費の申請を
行わなかった学会

科研費申請を
検討した学会数

実際に科研費申請を
行った学会

E 301 （原著論文が少ない）
学会誌のみの発行学会

原著率65%

認知率27%

検討率63%

申請率73%



まとめ

• 科研費改訂の認知率がまだ低い(27%)
– 200学会程度は来年検討する可能性がある

• 改訂に対しては好意的反応
– 改訂の主旨には過半数(63%)が賛同

• 検討した学会は高い申請率(73%)
– ただし、申請の手間がかかるとの認識

→科研費改訂の認知度を高める必要性

（備考）検討、申請を行わなかった学会には、旧制度で支援
を継続して受けている学会が一定数いる
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